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研究要旨【目的】健康寿命とその類似概念、及び介護予防政策との関連に関するレビュー

を行うことを目的とした。【方法】検索語“健康寿命”を医学中央雑誌において検索、また、

検索語“健康寿命 AND介護予防サービス OR予防給付 OR介護予防事業”を、医学中央雑

誌及び Google Scholarにおいて検索した。検索された文献のうち、Web上に本文が公開され

ている文献であり、引用を含め健康寿命の算出に関する記述のある文献をレビューした。

【結果】健康寿命に関連する文献 118件のうちレビューの目的に合致すると判断されたもの

は 16件であった。要介護度区分によって算出している文献は 9件であり、要支援認定、要

介護 2認定、要介護認定または死亡といった基準が使用されていた。ADLによって算出し

ている文献は 7件であり、国民生活基礎調査や独自のアンケート調査結果が使用されてい

た。健康寿命と介護予防政策の関連に関連する論文 631件のうちレビューの目的に合致す

るものは 1件であり、介護予防事業との関連を述べた文献であった。【考察】健康寿命の算

定方法として介護保険制度の要介護度区分を用いた先行研究もみられた。また、介護予防

政策による健康寿命への影響を、個人単位で検証した文献はみられなかった。本研究プロ

ジェクトにおける境界期健康寿命は、要支援となった時点をベースラインとして観察する

ものであり、介護予防政策のもつハイリスクポピュレーションアプローチとしての側面を

評価できる指標であると考えられた。 

 

A. 研究目的 

 本研究プロジェクトにおいて、境界期健

康寿命（要支援認定されてから要介護度 2

と認定されるまでの期間）を主要アウトカ

ムとして定めているが、これは要介護度を

基準として、その一定の変化（要支援から

要介護度 2）が起こった期間を指標とした

ものであり、新しい指標である。 

一方で健康寿命という概念はこれまで

ADL等の指標を用いて算出されてきた。昨

今、介護保険制度開始後は、要介護度区分

を用いて健康寿命を示すことも可能となっ

た。また介護予防は、要介護状態となるこ

とを予防するという概念であるが、介護予

防政策として介護保険によって介護予防給

付が 2006年に新設されたり、その後、地域
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包括ケアとして市町村主体の事業となった

り、変遷を繰り返してきた。 

そうした中で、今一度、健康寿命算定の

方法における実態や、またその影響因子と

して介護予防政策の効果を検証した先行研

究についてレビューし、本研究プロジェク

ト・境界期健康寿命の分析・考察に対して

参考になる知見を把握し整理することを目

的とした。 

 

B. 研究方法 

 2017年 4月 9日、医学中央雑誌を使用し

“健康寿命”を検索語として、また、医学

中央雑誌及びGoogle Scholarを使用し、“健

康寿命 AND介護予防サービス OR予防給

付 OR介護予防事業”を検索語として、検

索した。検索された文献のうち、Web上に

本文が公開されており、かつ介護予防との

関連についての文献では説明変数が介護予

防サービスあるいは予防給付、介護予防事

業であり、被説明変数が健康寿命または要

介護度認定や ADLの変化を健康寿命とし

て扱っていると判断される文献をレビュー

した。 

 健康寿命の算出について記述のある文献

において、その算出方法から下記の（ア）

（イ）の 2つに分類した。 

（ア）要介護度区分による算出 

（イ）ADLによる算出 

また、介護予防政策との関連に関する文

献を次の（ウ）（エ）の 2つに分類した。 

（ウ）介護保険制度の中の介護予防と（エ）

地域保健事業としての介護予防 

さらに①集団単位の分析、②個人単位の分

析に分類した。 

 

C. 研究結果 

 検索語“健康寿命”によって医学中央雑

誌で原著論文 118件が検索された。そのう

ち 42件がWeb上に本文が公開されており、

さらに引用も含めて健康寿命の算出につい

て記述されていると判断されたものは 16

件 1-16であった。 

 また、医学中央雑誌及び Google Scholar

において検索語“健康寿命 AND介護予防

サービス OR予防給付 OR介護予防事業”

によって、原著論文 633件（医学中央雑誌

5件（うちWeb上に本文あり 3件）、Google 

Scholar 628件）のうち、レビューの目的に

合致するものは医学中央雑誌で検索された

1件 12であり、これは上述の健康寿命に関

する文献 16件に含まれるものであった。 

1. 健康寿命の算出方法について 

(ア) 要介護度区分による算出方法（9件） 

 算出方法としては、「要介護 2に認定さ

れるまで」（3件）1-3、「要介護認定される

まで」（5件）4-8、「要介護認定されるまで

または死亡するまで」（1件）9がみられた。 

(イ) ADLによる算出方法（7件） 

 ADLに基づいた算出方法には、国民生活

基礎調査の結果に基づくものと、地方自治

体において行われた独自の住民対象の調

査の結果に基づくものとの 2つに大別され

た。 

国民生活基礎調査の結果に基づくもの

としては、「あなたの日常生活は現在健康

問題の影響を受けていますか？」という質

問項目に「はい」と回答した年齢 10、ある

いは「あなたの日常生活は現在健康問題の

影響を受けていますか？」という質問項目

に「はい」と回答し、さらに「ADLに制限

がある」と回答した人を ADL制限ありと
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定義し算出したもの 11がみられた。 

地方自治体におけるアンケート調査結

果からは、「歩行・食事・入浴・着替え・

排泄」の 5つの基本的な日常生活動作につ

いて全てを介助なく自分で行える場合に

「自立」とし算出したもの 12、「入浴、着替

え、食事、移動」の 4つ全てが自立してい

る場合に自立と定義し算出したもの 13,14、 

そして ADL関連 7項目と IADL関連 7項

目のうち 1項目以上「難しい」または「で

きない」と回答した場合に「不健康」とし

て算出したもの 15がみられた。 

また、欧州連合における健康寿命は日常

生活上の制約について European Statistics in 

Income and Living Conditions Survey 

(EU-SILC) のデータをもとに、Sullivan法

を用いて日常生活制約期間を調整した結

果が公表されている 16。 

2. 介護予防政策との関連 

(ウ) 介護保険制度の中の介護予防（介護予

防サービス・予防給付）（0件） 

① 集団単位の分析（0件） 

② 個人単位の分析（0件） 

(エ) 地域保健事業（自治体事業）としての

介護予防（1件） 

① 集団単位の分析（1件） 

 曝露指標は草津市における独自の介護予

防の取り組み、アウトカム指標は草津市に

おける要介護認定率（横断的な割合、※た

だし年齢と認定のカバー率による調整をし

ている）であるが、比較地域を設けていな

いため、要介護認定率の低下と介護予防と

の因果関係についての検証はされていなか

った 12。 

② 個人単位の分析（0件） 

 

D. 考察 

 本研究でレビューした先行研究において

は、健康寿命は要介護度区分を基準（9件）

あるいは、国民生活基礎調査や全国規模・

市町村規模のアンケート調査結果に基づい

た ADL関連項目を基準（7件）として定義

されていた。介護保険制度開始後において

は、要介護度区分が ADLに代わって政策上

有意な健康指標になっているとみられた。

ただし、要介護度区分は要介護認定の申請

を行い認定がなされた者のみがもつ指標で

あるため、その偏りによる影響は慎重に議

論しなければならないと考えられる。 

また、個人単位・集団単位に関わらず、

介護予防政策に基づいた介入による健康寿

命への影響を明らかにした文献は見られな

かった。健康寿命の延伸を実現するために

は、壮年期からの中長期的な介入が重要で

あるが、一方で少し介護や見守りが必要と

なった要支援のような要介護状態へのハイ

リスクポピュレーションに対する、集中的

で効果的な介入による効果が期待される。

昨今の介護予防政策はこうしたハイリスク

ポピュレーションアプローチに基づいたも

のであり、その効果を評価するために、本

研究プロジェクトにおける境界期健康寿命

を評価指標とした集団および個人単位での

検証は重要であると考えられる。 

 

E．結論 

 本レビューの結果から、境界期健康寿命

の持つ政策的意義と、その解釈における留

意点が示唆された。 

 

F．研究発表 

 1.  論文発表 
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 なし 

 2.  学会発表 

 なし 

（※ただし、第 76回（2017年）日本公衆

衛生学会総会で発表予定である。） 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3.その他 

 なし 
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